
株式会社  共立【単独】

平成14年11月期    個別中間財務諸表の概要

：株式会社  共立 上場取引所 東 大 名

コード番号       6313 本社所在都道府県

問合せ先 責任者役職名：経理部長 東京都

氏 名：栗原  彪 TEL (0428) 32 - 6112
中間決算取締役会開催日　　平成14年７月25日 中間配当制度の有無　　無

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年５月中間期の業績（平成13年12月１日 ～ 平成14年５月31日）

(1)経営成績

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年５月中間期 18,001 3.0 1,588 36.1 1,744 7.2
13年５月中間期 17,482 △ 1.7 1,167 140.3 1,626 180.6
13年11月期 33,270 1,291 1,909

 １ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年５月中間期 1,051 - 15.23
13年５月中間期 △ 895 - △ 12.97
13年11月期 △ 892 △ 12.92
(注)①期中平均株式数   14年５月中間期  69,036,498株  13年５月中間期  69,042,472株  13年11月期  69,041,110株

    ②会計処理の方法の変更　　 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年５月中間期 － －
13年５月中間期 － －
13年11月期 － 3.00

(3)財政状態
１株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年５月中間期 41,297 19,649 47.6 284.64
13年５月中間期 41,306 18,730 45.3 271.28
13年11月期 39,250 18,664 47.6 270.34
(注)①期末発行済株式数　14年５月中間期 　69,032,671株　13年５月中間期 　69,042,324株　13年11月期 　69,040,325株

 　 ②期末自己株式数　　14年５月中間期      　9,801株　13年５月中間期        　148株　13年11月期      　2,147株

２. 14年 11月期の業績予想（ 平成 13年 12月 1日  ～  平成 14年 11月 30日 ）
　 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 34,000 1,800 1,000 3.00 3.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    14円48銭

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因
に関わる本資料発表現在における仮定を前提としております。実際の業績は今後様々な要因によって大
きく異なる結果となる可能性があります。

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

平成14年7月25日

中間(当期）純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

上 場 会 社 名
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(1)中間貸借対照表

（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

期    別

科      目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

(資  産  の  部) % % %

流  動  資  産 23,247 56.3 22,846 55.3 21,572 55.0

現 金 預 金 2,830 3,069 3,562

受 取 手 形 1,444 1,215 529

売 掛 金 10,264 10,781 9,374

有 価 証 券 1,002 64 1,000

短 期 貸 付 金 1,505 1,475 1,245

棚 卸 資 産 5,828 5,862 5,420

繰 延 税 金 資 産 49 76 79

そ の 他の流動資産 375 333 404

貸 倒 引 当 金 △ 52 △ 33 △ 44

固  定  資  産 18,059 43.7 18,450 44.7 17,678 45.0

11,296 27.3 11,519 27.9 11,376 29.0

建 物 ・ 構 築 物 3,961 3,794 3,887

機 械 装 置 1,575 1,752 1,554

工 具 器 具 備 品 他 1,394 1,330 1,360

土 地 4,263 4,430 4,430

建 設 仮 勘 定 101 211 143

19 0.1 46 0.1 18 0.0

6,743 16.3 6,885 16.7 6,283 16.0

投 資 有 価 証 券 5,476 5,289 4,744

滞 留 営 業 債 権 1,181 1,181 1,181

繰 延 税 金 資 産 600 663 700

そ の 他 の 投 資 等 716 993 896

貸倒引当金（投資） △ 1,231 △ 1,242 △ 1,239

41,306 100.0 41,297 100.0 39,250 100.0

前 事 業 年 度
要 約 貸 借 対 照 表

当 中 間 期前 中 間 期

資 産 合 計

(平成13年５月31日現在) (平成14年５月31日現在) (平成13年11月30日現在)

中 間 財 務 諸 表 等

無形固定資産

投資その他の資産

有形固定資産
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（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

期    別

科      目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

(負  債  の  部) % % %

流  動  負  債 18,005 43.6 17,507 42.4 16,218 41.3

支 払 手 形 6,062 6,210 5,303

買 掛 金 2,873 2,980 2,399

短 期 借 入 金 6,950 5,950 6,200

一年以内返済長期借入金 240 290 290

未 払 法 人 税 等 408 653 397

未 払 費 用 1,261 1,260 1,424

そ の 他 の 流 動負債 210 162 202

固  定  負  債 4,570 11.1 4,140 10.0 4,367 11.1

長 期 借 入 金 430 140 260

退 職 給 付 引 当 金 4,003 3,907 3,920

役員退職慰労引当金 137 93 187

負  債  合  計 22,576 54.7 21,648 52.4 20,585 52.4

(資  本  の  部)

資   本    金 5,207 12.6 5,207 12.6 5,207 13.3

資 本 金 5,207 5,207 5,207

法 定 準 備 金 6,912 16.7 6,912 16.7 6,912 17.6

資 本 準 備 金 6,273 6,273 6,273

利 益 準 備 金 639 639 639

その他の剰余金 6,539 15.8 7,386 17.9 6,542 16.7

固定資産圧縮積立金 1,758 1,690 1,758

株 式 消 却 積 立 金 690 - 690

別 途 積 立 金 3,991 3,991 3,991

中間(当期)未処分利益 99 1,705 103

（ う ち 中 間 純 利 益
又は中間(当期)純損失(△)） ( △ 895) ( 1,051) ( △ 892)

70 0.2 143 0.4 1 0.0

自  己  株  式 - △ 1 △ 0

18,730 45.3 19,649 47.6 18,664 47.6

41,306 100.0 41,297 100.0 39,250 100.0

資 本 合 計

負 債 ･ 資 本 合 計

(平成14年５月31日現在)

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

(平成13年11月30日現在)

当 中 間 期
前 事 業 年 度
要 約 貸 借 対 照 表

前 中 間 期

(平成13年５月31日現在)
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(2)中間損益計算書

（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

期    別

   科      目

(経 常 損 益 の 部)
% % %

営業損益の部

売 上 高 17,482 100.0 18,001 100.0 33,270 100.0

売 上 原 価 13,250 75.8 13,285 73.8 25,592 76.9

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,064 17.5 3,127 17.4 6,386 19.2

営  業  利  益 1,167 6.7 1,588 8.8 1,291 3.9

営業外損益の部

営 業 外 収 益 557 3.2 327 1.8 783 2.4

営 業 外 費 用 98 0.6 171 0.9 166 0.6

経  常  利  益 1,626 9.3 1,744 9.7 1,909 5.7

(特 別 損 益 の 部)

特 別 利 益 24 0.1 10 0.0 519 1.6

特 別 損 失 3,309 18.9 59 0.3 4,099 12.3

△ 1,658 △ 9.5 1,695 9.4 △ 1,671 △ 5.0

447 2.6 705 3.9 512 1.5

△ 1,210 △ 61 △ 1,291

△ 895 △ 5.1 1,051 5.8 △ 892 △ 2.7

995 654 995

99 1,705 103

百分比 百分比 百分比

税 引 前 中 間 純 利 益
又は税引前中間(当期)純損失(△)

金 額 金 額 金 額

中 間 純 利 益
又は中間(当期)純損失(△)

前 期 繰 越 利 益

中間（当期）未処分利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

前 事 業 年 度
要 約 損 益 計 算 書

至 平成13年５月31日

自 平成12年12月１日

前 中 間 期 当 中 間 期

自 平成13年12月１日

至 平成14年５月31日

自 平成12年12月１日

至 平成13年11月30日
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

①時価のあるもの…………中間決算末日の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法、売却原価は移動平均法により算定)

②時価のないもの…………移動平均法による原価法

２．デリバティブ…………時価法

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・仕掛品……………総平均法による原価法

原材料・補用部品・貯蔵品……最終仕入原価法による原価法

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………定率法

但し、建物(建物附属設備は除く)については平成 10年４月１日

以降取得分より定額法を採用しています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び工具器具備品 ２～20年

無形固定資産…………定額法

但し、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

５．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金…………………貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。

未認識数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期より費

用処理することとしております。

未認識過去勤務債務については、発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定額法に

よって費用処理しております。

(3)役員退職慰労引当金………役員退職慰労引当金は役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金内規に基づき中間期末における要支

給額を計上しております。なお、平成 10年 11月期から

の新規適用に伴う過年度対応分については、５年間で均

等繰入し、特別損失に計上しております。
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(4)補用部品在庫調整引当金…生産を中止した製品のアフターサービス用に保有する

補用部品在庫のうち、将来、廃棄処分が予測される額を、

法人税基本通達9-1-6の２の規定により計上しておりま

す。

６．外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建短期金銭債権債務については、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理をしております。

７．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

８．ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等

が付されている外貨建金銭債権債務等については振

当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引及び通貨オプション取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

③ヘッジ方針 業務遂行上発生する為替リスクを削減又は回避する

為にヘッジ取引を行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ取引の相場変動を比率分析によ

って測定し、有効性の評価をしております。

９．消費税及び地方消費税等の会計処理方法

税抜方式により行なっております。

追加情報

(自己株式)

前中間期末で流動資産に計上しておりました自己株式は、中間財務諸表等規則の改正により

当中間期末より資本の部に自己株式を設けて、控除する形式で表示しております。
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（中間貸借対照表関係）
（単位：百万円   百万円未満切捨表示）

１． 有形固定資産減価償却累計額 25,257 １． 有形固定資産減価償却累計額 25,927 １． 有形固定資産減価償却累計額 25,475

２． 担保に供している資産 ２． 担保に供している資産 ２． 担保に供している資産

(1)有形固定資産 1,985 (1)有形固定資産 1,923 (1)有形固定資産 1,973

(2)投資有価証券 589 (2)投資有価証券 421 (2)投資有価証券 385

３． 保証債務 9,147 ３． 保証債務 9,248 ３． 保証債務 6,381

４． 受取手形割引高 550 ４． 受取手形割引高 500 ４． 受取手形割引高 550

５． 消費税等の取扱い ５． 消費税等の取扱い

（中間損益計算書関係） （単位：百万円   百万円未満切捨表示）

１． 営業外収益のうち主要なもの １． 営業外収益のうち主要なもの １． 営業外収益のうち主要なもの

53 65 109

208 226 224

248 352

２． 営業外費用のうち主要なもの ２． 営業外費用のうち主要なもの ２． 営業外費用のうち主要なもの

65 55 119

23 101 23

３． 特別利益のうち主要なもの ３． 特別利益のうち主要なもの ３． 特別利益のうち主要なもの

17 3 504

6 6

４． 特別損失のうち主要なもの ４． 特別損失のうち主要なもの ４． 特別損失のうち主要なもの

345 26 474

2,877 33 617

43

66

2,877

５． 減価償却実施額 ５． 減価償却実施額 ５． 減価償却実施額

616 588 1,344

支 払 利 息

受 取 配 当 金

為 替 差 益

支 払 利 息

受 取 配 当 金

支 払 利 息

為 替 差 益

前 中 間 期 当 中 間 期

注 記 事 項

前 中 間 期 当 中 間 期

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の
うえ、流動資産の「その他の流動資産」
に含めて表示しております。

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の
うえ、流動資産の「その他の流動資産」
に含めて表示しております。

補用部品在庫調整引当金戻入

投 資 有 価 証 券 売 却 益 貸 倒 引 当 金 戻 入

受 取 利 息

受 取 配 当 金

リ ー ス 中 途 解 約 金 為 替 差 損

受 取 利 息

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 除 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

役員退職慰労引当金繰入

固 定 資 産 除 却 損

退職給付会計基準変更時差異 役員退職慰労引当金繰入

有 形 固 定 資 産

前 事 業 年 度

固 定 資 産 売 却 益

有 形 固 定 資 産

補用部品在庫調整引当金戻入

固 定 資 産 除 却 損

退職給付会計基準変更時差異

貸 倒 引 当 金 繰 入

前 事 業 年 度

リ ー ス 中 途 解 約 金

受 取 利 息
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（有価証券関係）

前中間期末(平成 13年５月 31日現在)、当中間期末(平成 14年５月31日現在)及び前

事業年度末(平成 13年 11月 30日現在)において、子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものは、ありません。

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（リ ー ス 取 引 関 係） （単位：百万円   百万円未満切捨表示）

(12/12～13/5) (13/12～14/5) (12/12～13/11)

① ① ①

機械装置
工具･器具
備品
そ の 他 合計 機械装置

工具･器具
備品
そ の 他 合計 機械装置

工具･器具
備品
そ の 他 合計

減価償却累計額 減価償却累計額 減価償却累計額

相 当 額 相 当 額 相 当 額

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 221 百万円 １年内 211 百万円 １年内 218 百万円

１年超 592 １年超 452 １年超 523

合 計 813 合 計 664 合 計 741

③ ③ ③

127 百万円 125 百万円 255 百万円

117 116 234

14 11 27

④ ④ ④

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法

…… …… ……

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法

…… …… ……リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっておりま
す。

リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっておりま
す。

リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっておりま
す。

減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

前 事 業 年 度

支払リース料及び減価償却費相当額及び支
払利息相当額

支払リース料及び減価償却費相当額及び支
払利息相当額

支払リース料及び減価償却費相当額及び支
払利息相当額

 (無形固定資産)  (無形固定資産)  (無形固定資産)

483

181 314

前 中 間 期 当 中 間 期

194 530
取 得 価 額
相 当 額

1,251490
取 得 価 額
相 当 額

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引に係
わる注記

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

同 左

1,243539 230

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

509
取 得 価 額
相 当 額

期 末 残 高
相 当 額

218 1,241

104

651 209 133

539

同 左

リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

151600 85

減価償却費相当額

支払利息相当額

中間期末残高
相 当 額 349 175 126805

支 払 リ ー ス 料

118

支 払 リ ー ス 料

支払利息相当額

中間期末残高
相 当 額 426

リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

減価償却費相当額

260

112 249 75 437 511

730387

274

減価償却費相当額

支払利息相当額

リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。

支 払 リ ー ス 料


